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今号の紙面 
○ 確定申告期のお願い ○ 一体改革って一体何？ 

○ 今年の確定申告のポイント ○ 所得税改正事項の説明 

○ Ｑ＆Ａ年金所得者の申告Ｑ＆Ａ～申告は本当に不要？ 

指針 
 
 

京阪総合会計事務所通信 
 税理士 疋田 英司 

税理士 中冨  強 
税理士 松谷 正俊 

基本理念 納税者の権利と利益の擁護 

2 月の税務・労務 
12 月決算法人の確定申告 
6 月決算法人の中間申告 

2 月中の 
決算応答日 

 
 

3,6,9 月決算法人の消費税中間

申告（年税額 400 万円超） 
・社会保険料・児童手当拠出金

（1 月分）の納付期限 
 

2 月 29 日(水) 
･源泉所得税、特別徴収税額 

(1 月分）の納付期限 
 

2 月 10 日(金) 
･固定資産税の第４期分の納付

期限 
市の指定日 

  

2 月の行事・業務案内 

1(火) 平成 22 年分贈与税の申告･納付受

付開始(～3/15(火)まで) 
3(金) 節分 

11(金) 建国記念日 
14(火) 聖バレンタインデー 
16(木) 平成 23 年分所得税の確定申告･納

付の受付開始(～3/15(木)まで) 
18(土) 通常業務 
25(土) 通常業務 

お知らせ 

本年より、確定申告時期の体制を強

化し、2 月 18、25 日及び 3 月 3 日

の土曜日は通常業務をしておりま

す。 

当事務所が行っている業務 
税務申告作成／税務経理相談／決算節税対策 

／税務調査立会い／記帳代行業務／給与計算／

／会計ソフト導入支援／保険相談／資金調達相

談／経営相談／経営計画作成／起業支援／事業

承継支援／相続対策／相続手続き代行／成年後

見人／その他 弁護士・司法書士・社会保険労務

士・行政書士・中小企業診断士と業務提携 

 

政
府
は
「
社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
」
の
議

論
を
開
始
し
ま
し
た
。
そ
の
素
案
に
は
消
費
税
率

を
平
成
26
年
４
月
か
ら
８
％
に
、
平
成
27
年
10
月

か
ら
10
％
へ
引
き
上
げ
る
予
定
と
し
て
い
ま
す
。

 

し
か
し
、
岡
田
克
也
副
総
理
は
「
改
革
に
必
要

な
増
税
は
、
今
回
の
10
％
に
は
入
っ
て
い
な
い
」

と
述
べ
て
い
る
よ
う
に
、
社
会
保
障
財
源
が
足
り

な
け
れ
ば
、
消
費
税
率
を
さ
ら
に
引
き
上
げ
る
と

述
べ
て
い
ま
す
。
消
費
税
を
上
げ
な
け
れ
ば
将
来

世
代
に
負
担
を
引
き
継
ぐ
か
ら
と
い
う
世
代
間
格

差
の
解
消
を
問
題
に
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
将

来
世
代
を
養
う
の
は
今
の
子
育
て
世
代
で
す
。
不

安
定
雇
用
や
低
賃
金
を
そ
の
ま
ま
に
し
て
、
本
当

に
将
来
世
代
の
た
め
の
政
策
と
い
え
る
の
で
し
ょ

う
か
。 

増
税
の
無
間
地
獄
か
！ 

社会保障と税の一体改革は 

顧
問
先
様
へ 

お
願
い 

 
今
年
も
確
定
申
告
の
時
期
が
や
Ḉ
て
き
ま
し
た 

 

会
計
事
務
所
の
も
Ḉ
と
も
繁
忙
な
時
期
を
迎
え
ま
し
た
ᷞ 

 

こ
れ
を
乗
り
切
る
に
は
ᷝ
顧
問
先
の
み
な
さ
ま
の
ご
協
力
が
必
要
で
す
ᷞ

 

こ
の
時
期
の
私
た
ち
の
任
務
は

確ᷝ
定
申
告
期
限
ま
で
に
個
人
顧
問
先

様
の
申
告
を
す
べ
て
完
了
さ
せ
る
こ
と
で
す
ᷞ 

 

こ
の
事
務
に
集
中
す
る
た
め
ᷝ
法
人
の
顧
問
先
様
の
記
帳
は
多
少
遅
れ

ま
す

ごᷞ
迷
惑
を
お
か
け
し
ま
す
が

ごᷝ
理
解
の
ほ
ど
お
願
い
申
し
上
げ
ま

す
ᷞ 

 

お
願
い
し
た
い
こ
と
は
早
期
に
資
料
を
い
た
だ
く
こ
と 

 

期
日
が
迫
る
と
余
裕
が
な
く
な
り
ま
す
ᷞ
前
倒
し
で
事
務
を
進
め
る
こ

と
で

品ᷝ
質
の
高
い
申
告
書
作
成
に
集
中
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
ᷞ 

 

顧
問
先
様
と
余
裕
を
も
Ḉ
て
ご
相
談
す
る
時
間
を
作
る
た
め
に
も
ᷝ
早

期
の
資
料
提
供
に
一
層
の
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
ᷞ 
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今年の確定申告のポイント 
 

 
 
※ 
 
 

確定申告チェック表
項目 チェックの内容

営業・農業・その他の事業・不動産所得等には収支内訳書が必要です。

給与所得等の源泉徴収票は、原本の添付が必要です。（電子申告の場合は5年間の本人
保管）

給与所得以外の所得が２０万円以下であっても、還付申告をする場合は２０万円以下
の所得も申告が必要です。

損益通算ができる損失は、不動産・事業・山林所得です。譲渡所得については特定の
居住用財産の売却の場合に損益通算することができます。

株の譲渡や先物取引、FX（くりっく365）の損失は、申告により繰り越すことができます。

補てん金は未収であっても見積もりにより控除します。

差額負担金から１０万円（又は所得金額の5％かいずれか低い方）を引いていますか。

領収書の添付がされていますか。（電子申告の場合は5年間の本人保管）

同居していなくても生計を一にする親族にかかる分（田舎の親等）も適用できます。

領収書、証明書の添付がされていますか。（電子申告の場合は5年間の本人保管）

限度額は総所得額の40％、特定寄付金の額から控除する金額（適用下限額）が5千
円から2千円に引き下げられました。

政党等寄付金税額控除の選択と有利判定をしましたか。※

小規模共済
支払った小規模共済共済金掛金。個人型年金加入者掛金又は心身障害者扶養共済
掛け金の合計額。

生命保険料
支払った生命保険料の合計額により算出（上限5万円）・個人年金保険料についても
同様。（両方で最大10万円）

損害保険料
地震保険料

H18年以前に契約した長期損害保険（保険期間10年以上）の保険料は控除対象
地震保険は支払額（５万円上限）　　併用での控除も可能

特定扶養親族
扶養親族のうち、年齢19歳以上23歳未満の人（昭和64年１月２日～平成5年１月１日
生まれ）の控除額は６３万円です。

⑴寡婦　①死別・離婚・・・扶養親族又は一定の生計を一にする子があれば制限なし

　　　　　 ②死別・・・・・・・・扶養親族なしの場合、合計所得が500万円以下

　　　　　 ③特別の寡婦・・扶養親族である子を有し、かつ合計所得が500万円以下

⑵寡夫　死別・離婚とも生計を一にする子があり、かつ合計所得が500万円以下

配偶者特別控除
合計所得金額が1000万円を超える場合や配偶者が事業専従者である場合は適用で
きません。

障害者控除 一般の障害者・特別の障害者・同居特別の障害者に改正されました。

外国法人や利息、収益分配などの配当は含まれません。

課税所得が1000万以下の場合は10％、それを超える場合は5％になります。

平成11年1月1日から平成18年12月31日まで、又は平成21年1月1日から平成23年12
月31日までに入居し住宅ローン控除を受けている場合

　　一定の条件に合致した場合、住民税からローン控除を受けることができます。
バリアフリー改修工事又は省エネ改修工事をし平成21年4月1日以後に入居した場合
　ローンの有無に関係なく一定の条件のもとで税額控除を受けることができます

住宅耐震改修控除 家屋の耐震改修をした場合で一定の要件を満たす場合。

認定長期優良住宅
認定長期優良住宅の新築又は新築で購入して、平成21年6月4日以後に入居し、一定
の要件を満たした場合。

共通

医療費

寄付金

寡婦（夫）

配当控除

住宅ローン控除

特定住宅改修控除

今年度分から扶養控除・障害者控除等の改正があります。

なお、保険会社等から年金保険を受け取られてる方は、

計算方法が変わっている場合があります。ご連絡ください。
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所
得
税
確
定
申
告
の
改
正
ポ
イ
ン
ト 

５
つ
の
改
正
項
目
に
注
目
！ 

震
災
や
政
治
の
混
迷
の
た
め
、
平
成
23
年
度
税
制
改
正
作
業
は
難
航
し

ま
し
た
が
、
今
年(

平
成
23
年
分)

の
確
定
申
告
に
影
響
の
あ
る
い
く
つ
か
の

改
正
点
を
ご
紹
介
し
ま
す
。 

今
年
の
改
正
項
目
は
多
岐
に
わ
た
っ
て
い
る
の
が
特
徴
で
す
が
、
大
別
す

る
と
、
「
通
常
の
改
正
事
項
」
、
「
申
告
手
続
に
関
す
る
改
正
事
項
」
、
「
今
年

の
確
定
申
告
に
は
直
接
影
響
し
な
い
が
、
確
定
申
告
に
合
わ
せ
て
手
続
し
て

お
か
な
い
と
後
で
適
用
が
出
来
な
い
事
項
」
と
な
り
ま
す
。 

平成 23 年分確定申告における改正事項 
① 扶養控除の改正 

② 認定ＮＰＯ法人等に対する寄附金に係る特別控除の創設 

③ 税務手続の電子化に伴う改正 

④ 年金所得者の申告手続の簡素化 

⑤ 申告義務のある者の還付申告書の提出期間 

扶
養
控
除
の
改
正 

年
末
調
整
の
際
に
も
ご
案
内
し
ま
し
た

が
、
子
ど
も
手
当
の
支
給
や
公
立
高
校
無

償
化
の
影
響
で
、
扶
養
控
除
が
改
正
さ.

れ

て
い
ま
す
。 

具
体
的
に
は
、
年
少
扶
養
控
除(
15
歳
以

下
の
者
を
扶
養
す
る
者.

に
適
用
さ
れ
て
い

る
所
得
控
除
の
こ
と
で
、
年
間
1
人
38
万

円)

が
平
成
23
年
分
か
ら
な
く
な
り
ま
し

た
。 更

に
、
16
歳
以
上
18
歳
以
下
の
者
に
対

す
る
扶
養
控
除
に
つ
い
て
は
、
上
乗
せ
部

分
で
あ
っ
た
25
万
円
が
廃
止
さ
れ
、
扶
養

控
除
の
額
が
38
万
円
と
な
り
ま
し
た
。 

ち
な
み
に
、
19
歳
以
上
22
歳
以
下
の
者

に
対
す
る
特
定
扶
養
控
除
は
、
現
行
の
ま

ま
（
38
万
円+

25
万
円
＝
63
万
円
）で
す
。 

 

認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
等
に
対
す
る
寄
附
金
に
係
る
特
別
控
除
の
創
設 

寄
附
金
控
除
に
つ
い
て
は
、
平
成
23
年
分
か
ら
次
の
2
つ
の
制
度
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。 

(

１) 

認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
寄
附
金
特
別
控
除
の
拡
充 

認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
に
対
し
て
支
出
し
た
そ
の
認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
が
行
う
特
定
非
営
利
活
動
に
係
る
事

業
に
関
連
す
る
寄
附
金
に
つ
い
て
は
、
そ
の
年
中
に
支
出
し
た
そ
の
寄
附
金
合
計
額(

総
所
得
金
額

等
の
40
％
が
限
度)

が
２
０
０
０
円
を
超
え
る
場
合
に
は
、
所
得
控
除
で
あ
る
寄
附
金
控
除
と
の
選
択

に
よ
り
、
そ
の
超
え
る
金
額
の
40
％
相
当
額(

所
得
税
額
の
25
％
が
限
度)

を
そ
の
年
分
の
所
得
税

額
か
ら
控
除
す
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。  

（
２
）公
益
社
団
法
人
等
寄
附
金
特
別
控
除
の
創
設 

 

国
等
へ
の
寄
付
で
あ
る
特
定
寄
附
金
の
う
ち
、
次
の
①

か
ら
④
に
掲
げ
る
法
人(

そ
の
運
営
組
織
及
び
事
業
活
動

が
適
正
で
あ
る
こ
と
並
び
に
市
民
か
ら
支
援
を
受
け
て
い

る
こ
と
に
つ
き
一
定
の
要
件
を
満
た
す
も
の
に
限
り
ま

す)

に
対
す
る
も
の(

税
額
控
除
対
象
寄
附
金)

に
つ
い
て

は
、
そ
の
年
中
に
支
出
し
た
税
額
控
除
対
象
寄
附
金
の
合

計
額(

総
所
得
金
額
等
の
40
％
が
限
度)

が
２
０
０
０
円
を
超

え
る
場
合
に
は
、
所
得
控
除
で
あ
る
寄
附
金
控
除
と
の
選

択
に
よ
り
、
そ
の
超
え
る
金
額
の
40
％
相
当
額(

所
得
税

額
の
25
％
が
限
度)

を
そ
の
年
分
の
所
得
税
額
か
ら
控
除

す
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。 

 
 

① 

公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人 

 
 

② 

学
校
法
人
等 

 
 

③ 

社
会
福
祉
法
人 

 
 

④ 

更
生
保
護
法
人 

そ
の
他
、
電
子
証
明
書
等
特
別
控
除
に
つ
い
て
、
税
額
控

除
額
が
、
５
０
０
０
円
か
ら
４
０
０
０
円
に
引
き
下
げ
ら
れ
ま

し
た
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。 
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年
金
所
得
者
の
申
告
不
要
制
度
に
つ
い
て 

公
的
年
金
等
の
受
給
者
は
一
定
の
条
件
の
も
と
で
申
告
不
要
と
聞
き
ま
し
た
が
、
本
当
に
申

告
し
な
く
て
も
よ
い
の
で
す
か
。 

Q&A
コーナー

Ｑ 

申
告
不
要
の
適
用
要
件
を
満
た
し
て
い
て
も
、
源
泉
徴
収
税
額
が
あ
る
場
合
に
は
申
告

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
す
か
。 

Ａ 

公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
が
４
０
０
万
円
以
下
で
、
か
つ
、
そ
の
公
的
年
金
等
以
外
の
所
得
金

額
が
20
万
円
以
下
の
場
合
は
申
告
不
要
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
が
確
定
申
告
書
を
提

出
す
る
こ
と
で
、
源
泉
徴
収
税
額
の
還
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。 

 

Ｑ 

所
得
税
で
申
告
不
要
を
選
択
し
た
場
合
は
、
住
民
税
も
申
告
不
要
と
な
る
の
で
す
か
。 

Ａ 

所
得
税
で
申
告
不
要
を
選
択
し
た
場
合
で
も
、
住
民
税
の
申
告
は
必
要
で
す
。 

 

Ｑ 

申
告
不
要
を
選
択
し
た
場
合
は
、
医
療
費
控
除
の
適
用
は
受
け
ら
れ
な
い
の
で
す
か
。 

Ａ 

申
告
不
要
を
選
択
し
た
場
合
は
、
医
療
費
控
除
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
。
源
泉
徴
収
税
は
人
的
控
除
以
外
の
事
由
は
考
慮
さ
れ
て
い
な
い
た
め
医
療
費
控
除
・
雑

損
控
除
・
社
会
保
険
料
控
除
・
寄
附
金
控
除
・
生
命
保
険
料
控
除
・
地
震
保
険
料
控
除
や
税
額

控
除
な
ど
が
あ
る
場
合
は
確
定
申
告
を
す
る
こ
と
に
よ
り
所
得
税
の
還
付
を
受
け
る
事
が

で
き
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
所
得
税
に
影
響
が
な
く
て
も
住
民
税
が
安
く
な
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。 

 

Ｑ 

公
的
年
金
等
の
受
給
者
の
扶
養
親
族
等
申
告
書
の
記
載
事
項
に
異
動
や
訂
正
が
あ
る
場

合
で
も
、
申
告
不
要
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
す
か
。 

Ａ 
申
告
不
要
を
選
択
で
き
ま
す
が
、
扶
養
親
族
等
申
告
書
の
記
載
事
項
に
異
動
や
訂
正
が

あ
る
場
合
に
は
、
確
定
申
告
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
所
得
税
の
還
付
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。 

 

Ｑ 

生
計
を
一
に
す
る
子
ど
も
が
い
ま
す
が
、
申
告
不
要
を
選
択
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
子

ど
も
の
扶
養
親
族
に
な
る
こ
と
は
で
き
る
の
で
す
か
。 

Ａ 

申
告
す
る
、
し
な
い
に
関
わ
ら
ず
合
計
所
得
金
額
が
38
万
円
以
下
で
あ
れ
ば
、
生
計
を

一
に
す
る
子
ど
も
の
扶
養
親
族
に
な
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。 

申
告
手
続
に
関
す
る
改
正
事
項 

申
告
手
続
に
関
す
る
改
正
事
項
と
し
て
は
、
「
年
金
所
得
者
の
申
告
手
続
の

簡
素
化
」
と
「
申
告
義
務
の
あ
る
者
の
還
付
申
告
書
の
提
出
期
間
」
が
あ
り
ま

す
。 公

的
年
金
等
の
収
入
金
額
が
４
０
０
万
円
以
下
で
、
か
つ
、
そ
の
公
的
年
金
等

以
外
の
所
得
金
額
が
20
万
円
以
下
の
者
に
つ
い
て
は
、
確
定
申
告
書
を
提
出

し
な
く
て
も
よ
い
と
さ
れ
ま
し
た
。
た
だ
し
、
他
の
所
得
が
あ
る
場
合
に
は
、

住
民
税
の
申
告
は
必
要
で
す
の
で
ご
留
意
く
だ
さ
い
。
（
Ｑ
＆
Ａ
参
考
） 

ま
た
、
所
得
税
の
確
定
申
告
書
の
提
出
期
間(

そ
の
年
の
翌
年
2
月
16
日
か

ら
3
月
15
日
ま
で)

に
つ
い
て
、
申
告
義
務
の
あ
る
者
の
還
付
申
告
書
の
提
出

期
間
は
、
そ
の
年
の
翌
年
1
月
1
日
か
ら
3
月
15
日
ま
で
と
さ
れ
ま
し
た
。 

 

忘
れ
て
は
い
け
な
い
重
要
な
手
続 

最
後
に
、
今
年
の
確
定
申
告
に
直
接
影
響
し
ま
せ
ん
が
、
確
定
申
告
に
合
わ

せ
て
手
続
し
て
お
か
な
い
と
後
で
適
用
が
出
来
な
い
事
項
と
し
て
、
「雇
用
促

進
税
制
の
事
前
手
続
」
を
取
り
上
げ
ま
す
。 

雇
用
促
進
税
制
は
、
個
人
事
業
者
の
場
合
は
平
成
24
年
分
か
ら
適
用
開
始

と
な
り
、
雇
用
者
増
加
数
２
人
以
上(

中
小
企
業
者
等)

、
か
つ.

雇
用
増
加
割
合

10
％
以
上
等
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
、
雇
用
者
増
加
数
１
人
当
た
り
20
万

円
の
税
額
控
除
が
受
け
ら
れ
る(

所
得
税
額
の
20
％
が
限
度)

と
い
う
も
の
で

す
。
重
要
な
の
は
、
こ
の
制
度
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
、
事
前
に
雇
用

促
進
計
画
等
を
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
届
け
出
る
必
要
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
す
。

個
人
事
業
者
が
平
成
24
年
分
か
ら
こ
の
制
度
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る

と
、
平
成
24
年
3
月
15
日
ま
で
に
届
出
が
必
要
で
す
。 

http://w
w

w.m
hlw.go.jp/bunya/roudouseisaku/ 

koyousokushinzei.htm
l 


